事　業　計　画　書
 
	作成日
	　　　　年　　　月　　　日

	会社名（屋号）
	

	代表者名
	

	所在地
	

	連絡先（電話・メール）
	


 
▶ 本テンプレートは自由書式の事業計画書です。提出先に指定様式（日本政策金融公庫の「創業計画書」など）がある場合は、指定様式を優先し、本テンプレートは補足資料や下書きとしてご活用ください。
▶ 各欄の「▶」の説明は、記入時の考え方のガイドです。提出前に削除してください。


Step１：エグゼクティブサマリー【事業計画書のまとめ】
▶ 事業計画書全体の最も重要なポイントを１〜２ページに凝縮した要約です。読み手はまずこの部分だけを読んで大まかな内容を判断します。まとめという性質上、すべての項目を書き終えたあとに、各パートの結論を抜き出して作成しましょう。
■ 事業のビジョン・目的
▶ この事業を通じて、誰のどんな課題を解決し、何を実現したいのか
	




■ 商品・サービスの概要と優位性
▶ どのような商品で、競合と比べて何が優れているのか（品質、価格、技術など）
	




■ 市場とターゲット顧客
▶ 市場の規模や成長性はどれくらいか。主な顧客は誰か
	




■ 経営チーム
▶ 誰がこの事業を運営するのか。計画を成功させるだけの経験やスキルがあるか
	




■ 財務計画のハイライト
▶ 売上高、利益の約３年間の予測。損益分岐点はいつ達成する予定なのか
	




■ 必要な資金額と使途
▶ いくら必要で、何に使い、その資金で何が達成できるのか
	






Step２：企業概要【企業の沿革・経営者の経歴等・起業の動機など】
▶ 事業の主体である企業と経営者の信頼性を示すパートです。ここに記載する客観的な事実が、計画全体の説得力を支える土台になります。
■ 企業名等
▶ 記載する情報は、会社の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の内容と完全に一致させます。
	企業名（屋号）
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立（開業）年月
	

	資本金
	

	事業内容
	

	従業員数
	


■ 企業の沿革
▶ 設立から現在までの重要な出来事を、客観的な事実として時系列で記載します。受賞歴やメディア掲載実績も信頼性を補強する材料になります。創業前の場合は、勤務経験や間借り営業など、事業につながる準備の歩みを記載しましょう。
	年月日
	内容

	
	

	
	

	
	

	
	


■ 経営者の経歴等
▶ 経営者個人の能力と信頼性を示す項目です。過去の実績と今回の事業計画との関連性を示しましょう。数字で語れる実績（担当店舗の売上、原価率の改善など）があれば必ず記載します。
	






Step３：事業内容【事業コンセプト・現状分析・販売計画など】
■ ビジョン・目標
▶ ビジョン＝会社が最終的に実現したい未来像。目標＝それを実現するための、期限と数値を明確にした中間目標。数値目標はStep４の数値計画をもとに、あとから記入しても構いません。
	ビジョン
	

	目標（期限と数値）
	


■ 事業コンセプト
▶ 「誰に、何を、どのように提供して収益を上げるのか」という事業の設計図です。サービス・ターゲット・ビジネスモデルの３つに一貫性があることが重要です。
	サービス・商品の内容
	

	ターゲット顧客
	

	サービス・商品の提供方法としくみ
	


▶ ターゲット顧客は「30代女性」のような漠然とした括りではなく、人物像が明確にイメージできるレベルまで絞り込みます。提供方法には、販売の流れと収益を得るしくみ（都度販売か、月額課金かなど）を記載します。
■ 現状分析
▶ 事業コンセプトが客観的な事実に基づくことを証明するパートです。市場規模や需要の動向は、出典（公的統計・業界団体の調査など）を明記します。
業界のトレンド・市場規模
	




競合の状況
	比較項目
	競合Ａ
	競合Ｂ
	自社

	主な商品・サービス
	
	
	

	価格帯
	
	
	

	強み・弱み
	
	
	


自社・事業の強み・優位性
	




■ 販売・仕入計画
▶ 事業戦略を「売上」と「原価」の数値目標に落とし込みます。すでに事業を営んでいる場合は過去の実績も記載し、未来の計画は実績を土台に作成します。創業の場合は実績欄を空欄とし、下の算出根拠で数字の裏付けを示しましょう。
売上の実績と販売計画
	期間
	売上高
	主な内訳・根拠

	前々期（実績）
	
	

	前期（実績）
	
	

	当期（見込み）
	
	

	来期（計画）
	
	

	再来期（計画）
	
	


売上の算出根拠
▶ 売上は目標額だけを書かず、「客単価×１日の販売数×営業日数」のように構成要素に分解し、それぞれの根拠を示します。
	要素
	設定値
	根拠

	客単価
	
	

	１日の販売数（創業当初）
	
	

	１日の販売数（軌道後）
	
	

	営業日数
	
	


販売促進・集客方法
	



仕入計画
▶ 仕入先の分散状況、仕入内容、支払条件。既存事業の場合は仕入高・原価率を記載／創業の場合は仕入内容と想定金額を記載しましょう。
	主要な仕入先
	主な仕入内容
	支払条件

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	原価率（実績／計画）
	


融資実行後の仕入計画
	




■ 店舗・施設計画
▶ 店舗の保証金や内装工事費、設備の取得価額は、Step４「投資・調達計画」の設備資金の金額と完全に一致させます。
	立地・物件概要（所在地、面積、賃料、選定理由）
	

	設備計画（主要な設備と取得価額）
	

	レイアウト（見取り図の添付など）
	


■ 実施体制・人員計画
▶ 人員計画は販売計画と連動させます。「売上を２倍にするのに人員が増えない」計画は実現性を疑われます。
	人員計画
	

	人件費計画
	




Step４：数値計画【投資と調達計画・損益計画】
■ 投資・調達計画
▶ 左（必要な資金）と右（調達方法）の合計は必ず一致させます。金額は見積書や価格表など、客観的な根拠に基づいて記入します。
	必要な資金
	金額
	調達方法
	金額

	設備資金（内訳：　　　　　　）
	
	自己資金
	

	運転資金（　カ月分）
	
	借入（希望額）
	

	合計
	
	合計
	


■ 損益計画
▶ 作成する期間と単位は提出先の指定に従い、指定がない場合は２〜３期分を作成します（初年度は月次で作成するとより丁寧です。
▶ 代表者の生活費（法人の場合は役員報酬）を忘れずに計上します。役員報酬ゼロの計画は、生活費の出所（預貯金など）の説明が必要です。
	項目
	１期目
	２期目
	３期目

	売上高 ①
	
	
	

	売上原価 ②
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	販売費及び一般管理費（経費）
	
	
	

	　役員報酬（または事業主の生活費）
	
	
	

	　人件費（従業員・パート）
	
	
	

	　地代家賃
	
	
	

	　水道光熱費
	
	
	

	　広告宣伝費
	
	
	

	　通信費・消耗品費など
	
	
	

	　減価償却費
	
	
	

	経費合計 ③
	
	
	

	営業利益 ①―②―③
	
	
	

	支払利息（営業外費用）
	
	
	


 
▶ 【返済の確認】借入金の元金返済は経費になりません。営業利益から税金を引いたあとに残るお金で、年間の返済額と（個人事業主の場合は）生活費を賄えるかを確認しましょう。書き方に迷ったときは、日本政策金融公庫の「月別収支計画書（記入例）」も参考になります。
■ 売上高、売上原価、経費の算出根拠
▶それぞれの数字をどのように出したのか、式で表しましょう。
	




Step５：実施スケジュール
▶ これまでの計画を「いつ、誰が、何をするのか」という行動計画に落とし込みます。タスクの羅列ではなく、「◯カ月後に損益分岐点達成」「◯年後に累計投資額を回収」といったマイルストーン（節目となる目標）も明記しましょう。ガントチャート形式の資料を別途添付するのも効果的です。
	時期
	実施内容
	担当

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 

